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１．平成26年3月期の連結業績　(平成25年4月1日～平成26年3月31日)
(１) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期
25年3月期
（注）包括利益 26年3月期 百万円（ ％） 25年3月期 百万円（ ％）

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期
25年3月期
（参考）持分法投資損益 26年3月期 百万円 25年3月期 百万円

(２) 連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期
25年3月期
（参考）自己資本 26年3月期 百万円 25年3月期 百万円

(３) 連結キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期
25年3月期

２．配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期
26年3月期
27年3月期（予想）
（注）配当金の内訳　　26年3月期　普通配当5円00銭、記念配当1円00銭

３．平成27年3月期の連結業績予想　(平成26年4月1日～平成27年3月31日)
（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

　第２四半期（累計）

　　通 　期
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※ 注記事項

(１) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ：無
新規　－社 （社名） 、 除外　－社 （社名）

(２) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
　　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有

　　② ①以外の会計方針の変更 ：無

　　③ 会計上の見積りの変更 ：無

　　④ 修正再表示 ：無

　(注) 詳細は、添付資料13ページ　４．連結財務諸表　（5）連結財務諸表に関する注記事項をご覧下さい。

(３) 発行済株式数 （普通株式）
　　① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 株 25年3月期 株

　　② 期末自己株式数 26年3月期 株 25年3月期 株

　　③ 期中平均株式数 26年3月期 株 25年3月期 株

（参考） 個別業績の概要

１．平成26年3月期の個別業績　(平成25年4月1日～平成26年3月31日)
(１) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期
25年3月期

円 銭 円 銭

26年3月期
25年3月期

(２) 個別財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期
25年3月期
（参考）自己資本 26年3月期 百万円 25年3月期 百万円

２．平成27年3月期の個別業績予想　(平成26年4月1日～平成27年3月31日)
（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

　第２四半期（累計）

　　通 　期

※ 監査手続の実施状況に関する表示
　　　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、
　　金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である
　　と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
　　　業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料 3ページ
　　「（1）経営成績に関する分析（次期の見通し）」をご覧下さい。
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

 (1) 経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の財政出動や日銀の金融緩和などの経済政

策により円安と株高が進行し企業収益の回復がみられ設備投資も持ち直してきたことと、

消費増税前の駆け込み需要の影響もあり景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方、

円安や原油高の影響からの原材料価格、エネルギ－価格の高騰および消費税増税に伴う需

要減退の懸念など、先行きの不透明な状況が続いており予断を許さない状況にあります。 

このような状況のもと当社グル－プといたしましては、新事業の展開、付加価値の高い

製品の企画・開発、生産性の向上、金融収支の改善などの努力をいたしました。 

その結果として、売上高は 121 億 7 千 7百万円（前年同期比 36.5％増）、営業利益 15 億

6 千 5百万円（前年同期比 149.4％増）、経常利益 15 億 1 千万円（前年同期比 142.5％増）、

当期純利益 8億 4千 8百万円（前年同期比 120.6％増）となりました。 

当連結会計年度における報告セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。 

 

〔消防・防災事業〕 

消防・防災事業では、発電所向け給水ポンプ車及び積載ホースなどの緊急調達や、消火

栓ホースでの消費増税前の駆込み需要により販売が増加し、売上高は 73 億 2 百万円（前年

同期比 53.6％増）、セグメント利益（営業利益）は 8億 9千万円（前年同期比 316.8％増）

となりました。 

 

〔航空・宇宙、工業用品事業〕 

航空・宇宙部門では、P-1 機などの大型機及び実証機用部品や F-7 エンジン部品の販売

増加、工業用品部門では、橋梁用の伸縮装置、水密ゴム、海外発電所向けの絶縁ホースな

どの販売が増加しました。 

 その結果、航空・宇宙、工業用品事業の売上高は 44 億円（前年同期比 18.6％増）、セグ

メント利益（営業利益）は 8億 1千 4百万円（前年同期比 50.3％増）となりました。 

 

〔不動産賃貸事業〕 

不動産賃貸事業は、売上高は 4億 7千 4百万円（前年同期比 3.5％増）、セグメント利益

（営業利益）は 1億 1千 8百万円（前年同期比 1.9％減）となりました。 
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（次期の見通し） 

次期の見通しにつきましては、消費税率引き上げによる個人消費の減退や海外景気の下

振れによる国内景気への影響が懸念されます。 

このような状況のなかで当社グル－プといたしましては、営業面で新規需要開拓のため

営業活動を強化し、高品質な新製品をタイムリーに市場に投入し、お客様のニーズに真摯

に応えてまいります。 

次期の業績見通しといたしましては連結売上高 90 億円、連結営業利益 7億円、連結経常

利益 6億 2千万円、連結当期純利益 3億 8千万円を予想しております。 

平成 27 年３月期 通期 

 
連結 個別 

金額 前期比 金額 前期比 

売上高 9,000 百万円 △26.1％ 8,550 百万円 △27.4％ 

営業利益 700 百万円 △55.3％ 660 百万円 △56.0％ 

経常利益 620 百万円 △59.0％ 600 百万円 △59.1％ 

当期純利益 380 百万円 △55.2％ 370 百万円 △55.7％ 

 

 

 (2) 財政状態に関する分析 

（キャッシュ・フローの状況に関する分析） 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末より 5億 3千 3百万円増の 21 億 6 千 4百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、7 億 4 千 8 百万円の資金の増加（前期は 3 千万

円の資金の減少）となりました。これは、主として税金等調整前当期純利益 14 億 5 千 9百

万円に対し、仕入債務の増加額 15 億 4 千 6百万円や減価償却費 1億 4千 6百万円などの資

金増加要因と、売上債権の増加額 19 億 1 千 6百万円やたな卸資産の増加額 5億 8千 6百万

円などの資金減少要因によるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1 億 7 千 6 百万円の資金の減少（前期は 3 億 4

千 5 百万円の資金の減少）となりました。これは、主として有形固定資産の取得による支

出 1億 5千 8百万円などによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、3 千 8 百万円の資金の減少（前期は 4 千 6 百万

円の資金の増加）となりました。これは、主として社債による収支 2 千 8 百万円の増加、

借入金による収支1千 2百万円の減少、配当金の支払額5千 3百万円などによるものです。 

 

 

櫻護謨㈱　（5189）　平成26年３月期　決算短信

3



〔参考〕キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  
平成 22 年 

３月期 

平成 23 年 

３月期 

平成 24 年 

３月期 

平成 25 年 

３月期 

平成 26 年 

３月期 

自己資本比率 25.3％ 33.5％ 30.2％ 35.4％ 32.2％

時価ベースの自己資本比率 16.9％ 19.1％ 18.1％ 25.7％ 26.3％

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率 
― 257.5％ 461.9％ ― 504.1％

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ 
― 17.8 倍 11.5 倍 ― 11.8 倍

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ いずれも連結ベースの財務数値により計算している。 

   ２ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算している。 

   ３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用している。 

   ４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と 

     している。 

 

２．企業集団の状況 

当社グループは、当社及び子会社 4社で構成されており、消防・防災事業、航空・宇宙、

工業用品事業、不動産賃貸事業を展開しております。 

 

３．経営方針 

 (1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、「堅実経営」を経営理念とし、顧客第一の精神に徹し「顧客満足度の高

い品質の提供」と「顧客に満足される製品作り」を実践するとともに、新製品の開発、生

産性の向上、経営の効率化などにより、企業の一層の発展を目指しながら、株主及び取引

先の信頼と期待にお応えし、事業活動全般を通じて広く社会への貢献を果たすことを経営

の基本方針として企業運営を行っております。 

 (2) 目標とする経営指標 

安定的な収益の指標として営業利益、経常利益を重視します。あわせて、特定の指標に

過度に依存することなく、収益性、効率性、成長性、安定性等全体としてバランスのとれ

た姿を目指しております。 

 (3) 中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

今後のわが国経済は、消費税率引上げによる悪影響を緩和する目的として、5.5 兆円規模

の「好循環実現のための経済政策」などの景気浮揚策により景気回復基調が期待されるも

のの、消費税率引上げによる駆け込み需要の反動減と物価上昇に伴う実質取得の低下、伸

び悩む輸出など依然として先行きに不透明要因が残ることや、円安による原材料の高騰が

懸念され予断を許さない状況で推移するものと予想されます。 

このような状況のなかで当社グループといたしましては、新事業の展開、新製品の開発

と徹底したコストダウン、事業の効率化を推進してまいります。また、国や地方の推進す
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る「防災・減災」、「安全・安心」などの重点テーマに総力を上げて対応いたします。 

当社グループは、消防・防災事業、航空・宇宙、工業用品事業、不動産賃貸事業を展開

し安定した事業の確保を目指しております。 

消防・防災事業においては、消防ホースの価格競争の激化に対し徹底的なコストダウン

を行うとともに、他社との差別化したホースを開発してまいります。また、お客様のニー

ズを的確にとらえ満足していただける防災資機材の提案・開発を行い、新しい需要を取り

込んでまいります。 

航空・宇宙、工業用品事業においては、ＭＲＪなど民間航空機の需要拡大を最大限に取

り込むべくフロータイムの短縮、徹底的なコストダウンを行い、さらなる顧客満足度の向

上のために資源を投入してまいります。工業用品部門では、東日本大震災の復興需要や新

規需要開拓のため営業活動を強化し、新商材をタイムリーに市場に投入し、お客様のニー

ズに真摯に応えてまいります。 

不動産賃貸事業にあっては、テナント様と連携し収益の向上を図ります。 

これらにより、経営全般の効率化を図り強固な経営基盤の確立に向けて当社グループの

総力を傾注し、更なる企業の発展を目指しグループ一丸となって邁進してまいります。 
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４．連結財務諸表
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（２） 連結損益計算書及び連結包括利益計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

 

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。

以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項

本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除

した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債

に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、

当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額

に加減しております。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が397,332千円計上されております。また、

その他の包括利益累計額が102,526千円減少しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

(表示方法の変更) 

(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「未払消費税等」については、その

金額が負債及び純資産の合計額の100分の5以下であり金額的重要性が乏しいため、当連結会計年度より

「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財

務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「未払消費税等」

7,623千円、「その他」555,198千円は、「その他」562,821千円として組み替えております。 

(連結損益計算書関係) 

売上高に含まれる不動産賃貸収益に対応する賃貸費用については、従来、販売費及び一般管理費として

計上しておりましたが、当連結会計年度より売上原価として計上する方法に変更しております。この変更

は、賃貸不動産数の増加に伴い不動産賃貸事業の経営管理方法の見直しを進めた結果、段階損益の明瞭性

を図るため実施したものであります。 

当該変更により、前連結会計年度については組替え後の連結財務諸表となっております。 

なお、組替え前と比較して、前連結会計年度の売上原価は298,852千円増加し、売上総利益ならびに販売

費及び一般管理費はそれぞれ同額減少いたしましたが、営業利益に与える影響はありません。 

 

(追加情報) 

(厚生年金基金解散損失引当金) 

当社及び一部の連結子会社が加入する複数事業主制度の「東部ゴム厚生年金基金」は、平成26年2月19日

開催の代議員会において特例解散の方針を決議いたしました。今後、同基金の解散に伴い損失の発生が見

込まれますが、今般、同基金は解散時の損失に対する加入事業所ごとの負担割合の算定方法を明確にした

ことから、同基金からの入手可能な情報を基礎として、当連結会計年度末における解散損失見込額を厚生

年金基金解散損失引当金として計上いたしました。 

この結果、厚生年金基金解散損失引当金225,256千円から同基金に対する年金資産消失損失引当金

175,163千円を差し引いた50,093千円を厚生年金基金解散損失引当金繰入額として特別損失に計上しており

ます。 
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(セグメント情報等) 

 

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

(1) 報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、本社に製品・サービス別の営業部を置き、各営業部は取り扱う製品・サービスについて国内外の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 従って、当社は営業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「消防・防災事業」、

「航空・宇宙、工業用品事業」及び「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。 

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

報告セグメントごとの主な事業内容は下記のとおりであります。 

報告セグメントの名称 事業内容 

消防・防災事業 
消防ホースをはじめとする消防・防災用品と防災・救助資機材、テロ対応
資機材などの製造販売 

航空・宇宙、工業用品事業 
航空機用及びロケット関係部品、タンクシールなどの工業用品、ゴム等成
型用金型の製造販売 

不動産賃貸事業 主に本社隣接地に所有する商業施設の賃貸事業 

 

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益の数値であります。 

 

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日) 

     (単位：千円) 

 
報告セグメント 

調整額 
連結 

財務諸表 
計上額 

消防・防災 
事業 

航空・宇宙、
工業用品事業

不動産賃貸
事業 

計 

売上高    

  外部顧客への売上高 4,754,251 3,709,936 458,438 8,922,625 ― 8,922,625

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― 9,120 9,120 △9,120 ―

計 4,754,251 3,709,936 467,558 8,931,745 △9,120 8,922,625

セグメント利益 213,655 541,971 120,542 876,168 △248,677 627,490

その他の項目    

 減価償却費 25,535 44,442 63,040 133,019 8,097 141,116

 のれんの償却額 ― 5,126 ― 5,126 ― 5,126

(注) １ セグメント利益の調整額△248,677千円には、各報告セグメントに配分されていない全社費用が含まれ

ております。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため開示しておりません。 

４ 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社の減価償却費であります。 
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日) 

     (単位：千円) 

 
報告セグメント 

調整額 
連結 

財務諸表 
計上額 

消防・防災 
事業 

航空・宇宙、
工業用品事業

不動産賃貸
事業 

計 

売上高    

  外部顧客への売上高 7,302,538 4,400,356 474,335 12,177,230 ― 12,177,230

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― ― 7,230 7,230 △7,230 ―

計 7,302,538 4,400,356 481,565 12,184,460 △7,230 12,177,230

セグメント利益 890,557 814,417 118,243 1,823,218 △258,048 1,565,169

その他の項目    

 減価償却費 26,489 39,444 70,912 136,846 9,474 146,320

 のれんの償却額 ― 5,126 ― 5,126 ― 5,126

(注) １ セグメント利益の調整額△258,048千円には、各報告セグメントに配分されていない全社費用が含まれ

ております。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３ セグメント資産及び負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはな

っていないため開示しておりません。 

４ 減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社の減価償却費であります。 

 

(１株当たり情報) 

 

 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 379.51円 448.91円

１株当たり当期純利益金額 38.67円 85.32円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益(千円) 384,855 848,839 

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益 (千円) 384,855 848,839 

普通株式の期中平均株式数 (株) 9,951,610 9,949,684 

 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部の合計額 (千円) 3,776,520 4,466,298 

純資産の部の合計額から控除する金額 (千円) ― ― 

普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 3,776,520 4,466,298 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の 
普通株式の数 (株) 

9,950,917 9,949,184 

４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める

経過的な取扱いに従っております。 

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が10.31円減少しております。 
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

５．その他 

該当事項はありません。 
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